



































































































































































































































































































































































































































































と答え、 24.2%の人は、 r r待業』の現象の存在は認められるが、 『待業』は
失業ではない」と答え、 7.9%の人は、 「心情的には失業現象の存在を認めに






1 政府が就業を保障し、個人は職業を選択できないが 45.1% 
失業もない。
2 個人は職業を選択できて、企業も労働者を選択でき 36.2% 
る。しかし、失業がある。
3 自分で職業をつくる。 3.5% 
4 ほかの方式。 2.3% 
註 r企業と労働者の双向選択に関する社会学分析」金維鋼 『北京大学学報J





非常に支持する 19.1% ちょっと恐れる 23.8% 
基本的に賛成する 26.6% 賛成しにくい 5.6% 























































答え類型 本企業 企業の 企業の上 国家 だれでも わから
全ての 経営者 の管理機 ない ない
答え者類型 労働者 関
従業員 16.9% 44.3% 10.3% 7.3 3.6% 14.7% 
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